
 わが国は人口減少社会に突入し、2050年には9,515万人（▲25.5％）まで減少すると推計
されており、今後、社会経済や地域社会の状況は大きく変容するものと見込まれる。 
 これに伴って、地方自治体の置かれる経営環境は激変することが予想され、現状の 
ままの組織や行政サービスでは十分に対応できないことが考えられる。 
 本研究会では、地方自治体をめぐる過去20年間の制度改革を振り返り、その課題を整理す
るとともに、今後の制度改革の指針を見出すことを目的とする。 

地方自治体における行政運営の変容と今後の地方自治制度改革に関する研究会について 
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